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裁
判
資
料
に
よ
れ

ば
、
事
件
の
舞
台
は
昨

年
で
築
５
０
年
を
迎
え

た
神
奈
川
県
の
マ
ン
シ

ョ
ン
。 

管
理
組
合
は
２
０
１

２
年
、
管
理
規
約
を
改

正
し
「
専
有
部
分
で
あ

る
設
備
の
う
ち
共
用
部

分
と
構
造
上
一
体
と
な

っ
た
部
分
お
よ
び
共
用

部
分
の
管
理
上
影
響
を

及
ぼ
す
部
分
の
管
理
を

共
用
部
分
の
管
理
と
一

体
と
し
て
行
う
必
要
が

あ
る
と
き
は
、
管
理
組

合
が
こ
れ
を
行
う
こ
と

が
で
き
る
」
と
す
る
規

定
を
新
設
。
同
規
定
を

修
繕
積
立
金
の
用
途
に

加
え
る
改
正
も
行
っ

た
。 そ

の
後
専
有
部
分
を

含
め
た
給
排
水
管
・
ガ

ス
管
の
更
新
に
加
え
、

ト
イ
レ
の
交
換
、
浴
槽

の
ユ
ニ
ッ
ト
バ
ス
化

と
、
そ
れ
に
伴
う
給
湯

器
の
設
置
、
洗
濯
パ
ン

を
新
設
す
る
な
ど
の
内

容
の
工
事
実
施
を
決
議

し
た
。
工
事
金
額
は
５

億
９
７
４
５
万
円
。 

自
費
で
先
行
し
て
専

有
部
分
の
工
事
を
し
て

い
た
区
分
所
有
者
の
一

部
は
同
年
、
総
会
決
議

の
無
効
を
求
め
て
提

訴
。
工
事
は
１
３
年
４

月
末
ご
ろ
ま
で
に
９
割

超
の
住
戸
で
完
了
し

た
。 裁

判
で
は
、
規
約
改

正
や
工
事
の
実
施
が
区

分
所
有
法
３
０
条
３
項

の
「
区
分
所
有
者
間
の

利
害
の
衡
平
」
を
著
し

く
害
し
て
い
る
か
、
区

分
所
有
法
３
１
条
の

「
特
別
の
影
響
」
に
当

た
る
か
、
な
ど
が
主
な
争

点
に
な
っ
た
。 

区
分
所
有
者
側
は
「
配

管
の
更
新
と
浴
室
・
ト
イ

レ
な
ど
の
専
有
部
分
の

設
備
工
事
を
一
体
化
し

て
行
う
必
要
は
な
い
」
と

し
た
上
で
、
総
会
決
議
は

専
有
部
分
工
事
に
修
繕

積
立
金
を
充
て
る
も
の

で
、
す
で
に
工
事
を
実
施

し
て
い
る
区
分
所
有
者

と
の
間
に
不
均
衡
が
生

じ
る
と
し
、
区
分
所
有
法

３
０
条
３
項
に
違
反
し

無
効
だ
と
主
張
。
規
約
改

正
で
、
先
行
し
て
工
事
を

実
施
し
た
区
分
所
有
者

は
せ
っ
か
く
設
置
し
た

設
備
を
取
り
壊
さ
れ
「
質

が
劣
っ
た
設
備
を
取
り

付
け
ら
れ
る
不
利
益
を

被
る
」
と
し
、
工
事
で
特

別
の
影
響
を
受
け
る
が

不
利
益
を
被
る
区
分
所

専
有
設
備
の「
一
体
的
改
修」
Ｏ
Ｋ 

積
立
金
で
工
事
実
施 

管
理
規
約

改

正

し
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有
者
の
承
諾
は
な
い
、
と

訴
え
た
。 

ま
た
「
設
備
は
配
管
と

構
造
上
一
体
と
な
っ
た

部
分
で
は
な
い
」
と
し
、

仮
に
規
約
改
正
が
有
効

だ
っ
た
と
し
て
も
、
工
事

は
規
約
に
違
反
す
る
、
と

の
主
張
も
展
開
し
た
。 

◇ 

一
昨
年
９
月
３
０
日

の
一
審
・
横
浜
地
裁
判
決

（
大
竹
優
子
裁
判
長
）

は
、
区
分
所
有
者
側
の
請

求
を
棄
却
し
た
。 

区
分
所
有
者
間
の
利

害
の
衡
平
に
つ
い
て
大

竹
裁
判
長
は
、
「
工
事
に

先
立
っ
て
浴
室
・
ト
イ
レ

な
ど
の
設
備
を
自
費
で

更
新
し
た
者
と
、
工
事
に

よ
っ
て
修
繕
積
立
金
で

設
備
の
更
新
を
行
っ
た

者
と
の
間
に
不
均
衡
が

生
じ
る
可
能
性
は
否
定

で
き
な
い
」
と
言
及
。 

た
だ
、
管
理
組
合
が
、

す
で
に
設
備
を
交
換
し

て
い
た
区
分
所
有
者
ら

に
、
設
備
を
そ
の
ま
ま
使

う
場
合
は
設
備
の
復
旧

工
事
代
金
を
減
額
し
て

い
る
な
ど
の
対
応
を
と

っ
て
い
る
点
か
ら
、
工
事

の
必
要
性
お
よ
び
合
理

性
と
、
先
行
し
て
工
事
を

実
施
し
た
者
が
受
け
る

不
利
益
を
比
較
し
「
決
議

の
無
効
を
も
た
ら
す
ほ

ど
の
不
公
平
が
生
じ
て

判例トピック 

共
用
部
分
と
構
造
上
一
体
で
管
理
に
影
響
を
及
ぼ
す
部
分
の
修
繕
に
修

繕
積
立
金
を
充
当
で
き
る
旨
改
定
し
た
管
理
規
約
に
基
づ
き
、
専
有
部
分
を

含
む
給
排
水
管
・
ガ
ス
管
の
更
新
に
加
え
、
浴
室
、
ト
イ
レ
、
給
湯
器
、
洗

濯
パ
ン
と
い
っ
た
設
備
交
換
や
新
設
を
、
修
繕
積
立
金
を
充
当
し
て
実
施
し

た
管
理
組
合
に
対
し
、
区
分
所
有
者
２
人
が
管
理
規
約
の
改
正
や
工
事
を
含

め
た
総
会
決
議
無
効
を
求
め
た
裁
判
の
上
告
審
で
最
高
裁
は
９
月
１
４
日

付
で
上
告
不
受
理
を
決
定
し
た
。
区
分
所
有
者
の
請
求
を
棄
却
し
た
昨
年
３

月
の
東
京
高
裁
判
決
が
確
定
し
た
。 

い
る
と
い
う
こ
と
は
で

き
な
い
」
と
判
断
し
た
。

特
別
の
影
響
に
つ
い

て
は
規
約
変
更
で
生
じ

る
影
響
は
「
全
て
の
区

分
所
有
者
に
公
平
に
及

ぶ
も
の
で
あ
る
」
と
し

て
、
個
別
の
承
諾
は
不

要
と
し
た
。 

規
約
違
反
の
有
無
に

つ
い
て
は
、
浴
室
や
ト

イ
レ
は
専
有
部
の
配
管

を
介
し
て
共
用
部
の
配

管
に
接
続
さ
れ
て
い
る

こ
と
や
、
配
管
類
の
更

新
に
伴
い
、
浴
室
や
ト

イ
レ
を
撤
去
し
て
防
水

工
事
が
必
要
で
あ
っ
た

こ
と
、
ユ
ニ
ッ
ト
バ
ス

化
し
た
方
が
工
期
や
戸

当
た
り
費
用
を
圧
縮
で

き
る
こ
と
、
漏
水
の
危

険
性
が
あ
っ
た
こ
と
な

ど
を
踏
ま
え
「
共
用
部

分
の
給
排
水
管
・
ガ
ス

管
を
改
修
す
る
た
め
に

必
要
で
あ
り
、
か
つ
、

合
理
的
な
工
事
方
法
」

と
一
体
管
理
の
必
要
性

を
認
め
た
。
同
様
に
ユ

ニ
ッ
ト
バ
ス
化
に
伴
う

給
湯
器
等
の
設
置
も
認

定
し
た
。 

洗
濯
パ
ン
は
、
洗
面

所
内
に
洗
濯
機
を
設
置

す
る
区
分
所
有
者
が
増

え
た
こ
と
で
排
水
が
洗

面
所
内
に
流
れ
て
下
階

に
漏
水
す
る
事
故
が
散

見
さ
れ
て
い
た
事
態
を

考
慮
し
「
共
用
部
分
の
管

理
と
関
連
し
、
一
体
と
し

て
行
う
必
要
が
あ
る
と

認
め
ら
れ
る
」
と
判
断
し

た
。 

◇ 

昨
年
３
月
１
５
日
の

二
審
・
東
京
高
裁
判
決

（
川
神
裕
裁
判
長
）
も
一

審
判
決
を
支
持
。
同
マ
ン

シ
ョ
ン
で
「
管
理
の
方
法

と
し
て
給
排
水
管
等
と

浴
室
設
備
等
お
よ
び
そ

の
付
属
設
備
と
を
一
括

し
て
更
新
す
る
こ
と
に

は
必
要
性
お
よ
び
合
理

性
が
あ
る
と
い
う
べ
き

で
あ
る
」
と
判
断
し
、
区

分
所
有
者
側
の
請
求
を

棄
却
し
た
。 ◇ 

こ
の
判
決
で
は
、
専
有

部
分
の
配
管
だ
け
で
な

く
、
配
管
と
直
接
つ
な
が

る
設
備
に
つ
い
て
も
管

理
組
合
に
よ
る
「
一
体
的

管
理
」
を
認
め
、
修
繕
積

立
金
に
よ
る
工
事
を
認

め
た
。
一
体
的
管
理
を
行

う
必
要
性
・
合
理
性
が
あ

っ
た
、
と
判
断
さ
れ
た
か

ら
だ
。
先
行
し
て
工
事
を

実
施
し
て
い
た
区
分
所

有
者
に
対
し
、
一
定
の
ア

ド
バ
ン
テ
ー
ジ
を
設
け

る
な
ど
管
理
組
合
が
配

慮
を
行
っ
て
い
た
点
も

評
価
さ
れ
た
。
（
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
新
聞
１
０
５

８
号
） 

トイレ、給湯器、洗濯パンも 各種配管
に加えて

区
分
所
有
者

２
人
が
提
訴
も

一
・
二
審
と
も
管
理
組
合
が
勝
訴 
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た
規
約
に
着
目
。
条
文
の
趣

旨
を
「
理
事
長
を
理
事
が
就

く
役
職
の
一
つ
と
位
置
付

け
た
上
、
理
事
に
対
し
、
原

則
と
し
て
互
選
に
よ
り
理

事
長
の
職
に
就
く
者
を
定

め
る
こ
と
を
委
ね
る
も
の
」

と
解
釈
し
た
。 

こ
の
た
め
、
理
事
の
互
選

で
役
職
を
定
め
る
規
定
が

あ
る
場
合
は
「
理
事
の
互
選

に
よ
り
選
任
さ
れ
た
理
事

長
に
つ
い
て
理
事
の
過
半

数
の
一
致
に
よ
り
理
事
長

の
職
を
解
き
、
別
の
理
事
を

理
事
長
に
定
め
る
こ
と
も

総
会
で
選
任
さ
れ
た
理
事

に
委
ね
る
趣
旨
」
と
考
え
る

の
が
、
「
規
約
を
定
め
た
区

分
所
有
者
の
合
理
的
意
思

に
合
致
す
る
と
い
う
べ
き
」

と
結
論
付
け
た
。 

◇ 

理
事
長
の
解
任
を
め
ぐ

る
ト
ラ
ブ
ル
が
起
き
た
の

は
福
岡
県
久
留
米
市
の
マ

ン
シ
ョ
ン
。
１
３
年
１
月

の
設
立
総
会
で
役
員
に
、

２
カ
月
後
の
理
事
会
で
理

事
長
に
選
任
さ
れ
た
が
、

そ
の
後
の
理
事
会
で
職
を

解
か
れ
た
元
理
事
長
が
原

告
。 １

６
年
３
月
の
福
岡
地

裁
小
倉
支
部
判
決
は
元
理

事
長
の
主
張
を
認
め
、
元

理
事
長
を
解
任
し
た
理
事

会
決
議
を
無
効
だ
と
判

断
。
１
０
月
の
福
岡
高
裁

判
決
も
地
裁
判
決
を
追
認

し
た
。 

高
裁
判
決
で
は
「
い
っ

た
ん
選
任
さ
れ
た
役
員
を

理
事
会
決
議
で
解
任
す
る

こ
と
は
予
定
さ
れ
て
い
な

い
」
と
判
断
し
て
い
た
。 

（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新
聞

１
０
５
９
号
） 

理
事
会
決
議
で
解
任
可
能

管
理
組
合 

理
事
長
職 

過
半
数
の
一
致
で
Ｏ
Ｋ 

判
決
は
裁
判
官
５
人

の
全
員
一
致
。 

大
谷
裁
判
長
は
、
区
分

所
有
法
３
条
・
２
５
条
１

項
の
定
め
か
ら
、
ま
ず

「
区
分
所
有
法
は
、
集
会

の
決
議
以
外
の
方
法
に

よ
る
管
理
者
の
解
任
を

認
め
る
か
否
か
お
よ
び

そ
の
方
法
に
つ
い
て
区

分
所
有
者
の
意
思
に
基

づ
く
自
治
的
規
範
で
あ

る
規
約
に
委
ね
ら
れ
て

い
る
」
と
言
及
。 

そ
の
上
で
「
理
事
長
は

区
分
所
有
法
上
の
管
理

者
と
す
る
」
「
役
員
で
あ

る
理
事
に
は
理
事
長
も

含
ま
れ
る
」
「
役
員
の
選

任
・
解
任
を
総
会
決
議
で

決
め
る
」
「
理
事
は
組
合

員
か
ら
総
会
で
選
任
し
、

そ
の
互
選
で
理
事
長
を

選
任
す
る
」
と
定
め
ら
れ

判例ファイル 
駐車場専用使用権が分譲された築

40 年超のマンションで、１５００円だ
った使用料を約１万３０００円～２万
６０００円に値上げする総会決議を行
った管理組合が、値上げ分の支払いを
拒んだ区分所有者３人に決議の有効確
認と、使用料値上げ分に加え弁護士費
用の支払いを求めた事件の判決がおと
とし、東京地裁であった。阿保賢祐裁
判官は、弁護士費用約 21 万円を含め、
管理組合の請求をほぼ全額認めてい
る。 

◇ 
判決はおととし９月 15 日付。双方

控訴はせず、確定している。 
マンションは１９７３年入居。 
裁判で問題になった駐車場専用使用

権は３台分で、屋内１２０万、屋外 80
万円で分譲されていた。当初使用料は
無料だったが、築 23 年の 96 年ごろに

専用使用権分譲の駐車場使用料 
２万円の値上げは「相当」 

月額１００円に有償化。２００８年
に同１５００円に改定し、11 月に月
額１万３０００円～２万６０００円
に改定する総会決議を行った。駐車
場部分の固定資産税・都市計画税や
面積割合に応じた管理費・修繕積立
金は購入者が支払う契約になってい

たが、実際には支払われてこなかっ
た。 
裁判では１９９８年 10 月 30 日の

最高裁判決が示した判断基準を踏襲。
「増額の必要性・合理性が認められ、
かつ増額された使用料が社会通念上
相当な額」かどうかが争点になった。

阿保裁判官は、駐車場の分譲価格が
住戸価格とは無関係に定められたも
のであった点や、約 30 年前まで賃貸
に出されていたときの賃借料が６０
００円～２万円程度で、総会決議時点
では月額２万５０００円程度の使用
料が設定された近隣駐車場もあった
点などを考慮。 
駐車場部分の塗装作業や漏水部分

への対応が行われており、今後マンシ
ョンの老朽化に伴い支出費の増大が
見込まれる、すでに専用使用権を購入
するのに支払った対価に応じた使用
利益を十分に得ているなどの点から
「値上げには必要性・合理性があり、
増額された使用料も社会通念上相当」
だと判断した。〈判例時報 2347 号〉 
（マンション管理新聞 1060 号） 
 

総 会 決 議 
「有効」と判断 

12/18 最高裁 

理事の「互選」規定を重視 
管
理
組
合
の
理
事
長
を
理
事
会
役
員
の
多
数
決
で
解
任
で
き
る
か
ど
う
か
が
争

わ
れ
た
訴
訟
の
上
告
審
で
最
高
裁
第
一
小
法
廷
（
大
谷
直
人
裁
判
長
）
は
１
２
月

１
８
日
、
解
任
を
認
め
な
か
っ
た
２
０
１
６
年
１
０
月
４
日
の
福
岡
高
裁
判
決
を

破
棄
し
、
審
理
を
福
岡
高
裁
に
差
し
戻
す
よ
う
命
じ
る
判
決
を
言
い
渡
し
た
。
大

谷
裁
判
長
は
「
理
事
を
組
合
員
の
う
ち
か
ら
総
会
で
選
任
し
」
、
「
互
選
に
よ
り
理

事
長
を
選
任
す
る
」
と
定
め
ら
れ
た
管
理
規
約
が
あ
る
場
合
、「
理
事
の
過
半
数
の

一
致
に
よ
り
理
事
長
職
を
解
く
こ
と
が
で
き
る
と
解
す
る
の
が
相
当
」
だ
と
す
る

判
断
を
示
し
た
。
規
約
条
文
が
「
マ
ン
シ
ョ
ン
標
準
管
理
規
約
」
に
準
拠
し
て
い

る
ケ
ー
ス
で
は
、
理
事
長
職
は
理
事
会
役
員
の
多
数
決
で
解
任
で
き
る
、
と
す
る

解
釈
が
初
め
て
示
さ
れ
た
。 


